
電力保安行政の最近の動向について

令和３年３月23日

経済産業省 産業保安グループ
電力安全課



１．小出力発電設備の電気保安の確保に向けた取組

２．太陽電池発電設備に特化した技術基準

３．最近の太陽電池発電設備の事故と事故を受けての対応
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 小出力発電設備（太陽電池50kW未満、風力20kW未満）については、設備の電気保安を確保するため、民間によるガイドライ
ンやチェックリストと国の技術基準との連携、一定水準の技術者による施工・保守点検の慫慂を図るとともに、事故への適切な対応
のために報告徴収や事故報告の対象化。（住宅用の太陽電池発電設備についても、立入検査の対象化）。

 太陽電池発電設備の設置者や設置形態の多様化、技術革新への対応等を踏まえ、「太陽電池発電設備に特化した新たな技術
基準」の整備を図る。

 また、20kW以上500kW未満の風力発電設備に係る保安規制については、認定件数が増加していることを踏まえ、その運転時の
一層の安全確保を図るため、使用の開始前に、国が事業者の保安の取組を確認する使用前自己確認制度を導入。

対象に
追加

対象に
追加

使用前自己確認
制度の導入

・民間のガイドラインや
チェックリスト等と国の
技術基準との連携
・一定水準の技術者に
よる施工・保守点検等

・民間のガイドラインや
チェックリスト等と国の技
術基準との連携
・一定水準の技術者によ
る施工・保守点検等

※２

※１ 太陽電池発電設備に特化した新たな技術基準の整備
※２ 電気主任技術者の選任や保安規程の届出により適切な保安体制と運用を担保

＜太陽電池発電設備の保安規制の対応＞ ＜風力発電設備の保安規制の対応＞
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 再エネ発電設備のうち、特に、急増している太陽電池発電については、事故件数・事故率ともに増
加の傾向。

 また、近年、自然災害の度に再エネ発電設備の事故も発生し、再エネ発電設備の安全の確保に
対する社会的な要請も高まっているところ。

＜太陽電池発電設備の事故件数の推移＞ ＜近年の主な災害時の太陽電池発電設備の事故状況＞
※小出力発電設備は除く

１－２．再エネ発電設備の保安を巡る課題（事故件数の増加）

＜再エネ発電設備の事故の様子＞

太陽光パネル崩壊事故（2018年7月、姫路市） 風力発電設備倒壊事故（2018年8月、淡路市）
出所：電気保安統計年報(2018年度)

なお、2016年度以降、事故報告の対象範囲を広げている。

※小出力発電設備は除く
年 2018年 2019年

災害事象 ７月
豪雨

台風
21号

北海道
地震

台風
24号

台風
15号

台風
19号

合計
(発電所数) 19 23 ３ 3 8 27

原因

浸水 8 - - - - 22

土砂崩れ 11 - - - - 5

強風 - 20 - 3 8 -

高潮 - 3 - - - -

地震 - - 3 - - -

年度 2012 13 14 15 16 17 18
事故件数 0 2 8 13 33 89 117
事故率（百万kW当たり） 0.0 1.1 2.0 2.3 3.6 7.1 7.9
設備量（1,000kW） 202 1,892 4,005 5,536 9,180 12,514 14,810
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１－３．小出力発電設備に報告徴収・事故報告を求める背景

・2018年7月の西日本豪雨の発生時に、神戸市において、小出力
の太陽電池発電設備（50kW未満）の崩落事故が発生。
・JR西日本は、安全確認のため、山陽新幹線の運転を一時見合わせ。

 再エネ特措法が導入されて以降、小出力発電設備を中心に再エネ発電設備の設置件数は増
加の一途をたどっており、今後も継続的に増える見込み。

 小出力発電設備を含む再エネ発電設備関連の事故が社会的影響を及ぼした事案も発生してお
り、再生可能エネルギーを責任ある長期安定電源とするためにも、安全の確保等が不可欠。

＜小出力太陽電池発電設備の事故事例＞

・2019年1月、青森県つがる市において、小形風力発電設備
（20kW未満）のナセルがタワー基部に落下する事故が発生。
【ブレード回転直径:13.1m ハブ高さ:20m】

＜小形風力発電設備の事故事例＞
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１－４．事故報告の対象となる事故の範囲
 小出力発電設備（50kW未満）の太陽電池発電設備について、住宅用とそれ以外と
では、設備・構造やリスクが異なること、戸建て住宅に設置される太陽電池発電設備
は10kW未満であることなどから、10kW未満の太陽電池発電設備については、事故
報告の対象外とする。

 事故報告の対象となる事故については、太陽電池パネルの飛散・落下による死傷事故
や太陽電池発電及び風力発電設備における電気火災、感電による死傷事故など重大
な事故が発生した場合を事故報告の対象とする。

電気関係報告規則で求める小出力発電設備（太陽電池・風力発電設備）の事故報告の内容

事故の内容 事故内容の詳細
① 感電等による死傷事故 破損又は誤操作等により人が死傷した事故
② 電気火災事故 電気工作物が半焼以上（損壊の程度が工作物の20%以上）の場合
③ 他の物件への損傷事故 他の物件へ損傷を与えた事故
④ 主要電気工作物の破損事故 構内における主要設備の破損

対象となる設備・事故事象は、次項以降
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１－５．主要電気工作物の破損事故について（対象設備）
 事故報告の対象となる「主要電気工作物の破損事故」については、当該主要電気工
作物の機能の低下や喪失による運転停止又は使用中止となる事故を想定し、具体的
な対象設備を告示（主要電気工作物を構成する設備を定める告示）で規定。

主要電気工作物を構成する設備を定める告示
太陽電池設備 風力発電設備

個別設備 ・太陽電池モジュール及び支持物
・逆変換装置

・風力発電機関
・発電機
・逆変換装置

共通設備 変圧器、負荷時電圧調整器、負荷時電圧位相調整器、調相機、電力用コンデンサー、分路リアクトル、
限流リアクトル、周波数変換器、整流機器、遮断器

【主要電気工作物の破損事故の定義】（電気関係規則第1条第2項第7号）
別に告示する（上表）主要電気工作物を構成する設備の破損が原因で、当該主要電気工作物の機能が低下
又は喪失したことにより、直ちに、その運転が停止し、若しくはその運転を停止しなければならなくなること又はその使用
が不可能となり、若しくはその使用を中止することをいう。
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１－６．主要電気工作物の破損事故の範囲について
 事故原因の究明と再発防止の観点から、太陽電池発電設備の「主要電気工作物の破
損事故」の範囲については、たとえば、太陽電池パネルの破損事故については、災害の認
定基準※とされている半壊（20%～70%）以上の損壊を事故報告の対象とする。ただ
し、半壊未満の損壊についても、死亡事故等の重大事故については、報告徴収を行い、
事故の原因究明及び再発防止対策の検討を行う。
※内閣府防災が定める『災害に係る住家の被害認定基準運用指針』より、20%以上の破損の場合、半壊以上に該当。
また、損害保険会社の火災保険も上記の認定基準が準用されており、損壊部分（面積もしくは評価額）が20%以上70%
未満の場合、半壊に該当。

小出力発電設備の主要電気工作物の破損事故に該当する主な事象例
• 発電設備の浸水・水没
• 風力発電設備のタワーの倒壊
• 風車ブレードの折損又は落下
• 太陽電池モジュール（パネル）の支持架台・基礎の損壊
（構内地盤の陥没、土砂崩れ、積雪等による損壊）

• 太陽電池モジュール（パネル）の半壊以上の破損
（パネルの飛散、飛来物の衝突によるパネル破損、雹などの自然災害）



１－７．事故報告のタイミング
 事故報告のタイミングについては、事故の覚知後の電話連絡も可能であるため、速報に
ついては、現行の事故報告と同じく、事故覚知後24時間以内。

 事故報告の詳報については、事故原因の調査等が終了していない場合でも、中間報告
として一旦報告を受け、調査完了時点で最終報告所として報告を受ける運用としている
ことから、現行の事故報告と同様に、事故覚知後30日以内。

＜事故速報＞
事故覚知後、24時間以内に、設置者名、事故の発生した日時、場所、事
故が発生した電気工作物及び事故の概要について、電話等で各産業保安監
督部へ報告。

＜事故詳報＞
事故覚知後、30日以内に、事故原因やより詳細な被害状況(死傷・火災・
損壊状況等)等について書面等で各産業保安監督部へ報告。
NITEの詳報作成支援システムを利用して報告できるようシステムを改修予
定。
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１－８．詳報作成支援システムのシステム改修について
 小出力発電設備の事故報告については、既に事業用電気工作物の事故報告で運用
されている詳報作成支援システムを活用できるよう（独）製品評価技術基盤機構
（NITE）においてシステム改修を行っているところ。

 小出力発電設備の事故報告では、事故報告の提出者の入力負担を軽減するため、
入力項目を選択形式にするなど、できるだけ簡素で、漏れ抜けなく、必要事項を詳報に
記載できるようにする。

 収集した事故報告のデータは、集計・分析を通じて原因究明や再発防止策の検討を行
い、分析結果を公表し、同様の事故の低減に努めていく。

 2021年４月からの運用開始を目指す。

設置者

図２－１
事故の収集・
分析方法のフロー
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１－９．小出力発電設備の事故報告に関する制度周知について

 ４月からの制度開始を周知するため、事故報告制度の具体的な手続きやQ＆A集を紹介する
パンフレットを１万部作成し、地方自治体や損害保険会社、施工保守関連団体等の御協力を
得て配布を依頼済み。

 経済産業省Webサイトに専用ページを設置。 またSNSを使った周知として、経済産業省公式
Twitterにて制度周知を実施。

 新たに事故報告の対象となるFIT認定事業者（10kW以上50kW未満の太陽電池発電設備
の所有者 約21万者、20kW未満の風力発電設備の所有者 約1,200者）に対し、事故制度
の義務化を周知する一斉メールの発出を実施。

 各監督部等による講演会やホームページによる周知の他、SNSなど広報効果の高い周知方法
を検討して、引き続き制度周知に取り組んでいく。

＜来年度の取組（予定）＞

＜令和２年度の取組（報告）＞

【新たに事故報告の対象者となるFIT認定事業者に対し、一斉メールを発出】 （令和3年3月15日発出）
再エネ発電設備の事故が社会的影響を及ぼした事案が発生していることから、電気事業法が改正され、出力10kW以上50kW未
満の太陽光発電設備（20kW未満の風力発電設備）について2021年4月から事故報告が義務化されます。
所有者の方におかれましては、事故発生を知った時から24時間以内に速報を、30日以内に詳細報告を、発電設備の設置場所を
管轄する経済産業省産業保安監督部に行う必要があります。
なお、報告を行わない場合、罰則の対象となる可能性があります。
事故報告制度の詳細やQ＆Aについては、以下のリンクをご参照ください。

https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safety/sangyo/electric/detail/jikohoukoku.html

https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safety/sangyo/electric/detail/jikohoukoku.html
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＜パンフレット・ＱＡ集＞
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＜参考＞

図１：経済産業省Webサイト画面 図２：経済産業省公式ツイッター画面

【え！この故障も報告が必要なの？】
電気事業法が改正され、出力10kW以上50kW未
満の太陽光発電設備と20kW未満の風力発電設備
の所有者に対し、2021年4月から事故報告時の報
告が義務化されます。事故報告制度についてご確認
をお願います。



１．小出力発電設備の電気保安の確保に向けた取組

２．太陽電池発電設備に特化した技術基準の検討

３．最近の太陽電池発電設備の事故と事故を受けての対応
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２－１．太陽電池発電設備に特化した新たな技術基準の策定について
 太陽電池発電設備に関する技術基準については、現行、電気設備に関する技術基準
及び同解釈にて規定されているところ。

 太陽電池発電設備の増加や設置形態の多様化等を踏まえ、民間規格や認証制度と
柔軟かつ迅速に連携できるよう、太陽電池発電設備に特化した新たな技術基準（仮
称）として、関連する技術基準・解釈の規定を当該技術基準に集約。

 2021年当初にパブリックコメントを実施済み。2020年度内の施行を目指す。

電気設備に関する技術基準
（電線路、電気機械器具など）
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発電形式に特化した技術基準電気設備全般の技術基準

原子力発電設備
に関する技術基準

風力発電設備
に関する技術基準

火力発電設備
に関する技術基準

水力発電設備
に関する技術基準

電気設備に関する
技術基準の解釈

太陽電池発電設備
に関する技術基準等

＜太陽電池発電設備の設置形態の多様化＞

住宅用屋根設置 野立て（平地）

水上設置型 営農型
技術基準の策定イメージ



法律

政令

省令

電気事業法

電気事業法施行令

電気事業法施行規則、電気関係報告規則、
太陽電池発電設備に関する技術基準(仮称)
（満たすべき技術的要件）

 技術基準は、基本的に性能規定となっており、満たすべき技術的要件を規定。
 技術基準の解釈や解説に加え、民間規格・ガイドライン等において、満たすべき技術的
要件の具体例や設計基準等を規定。

２－２．太陽電池発電設備に特化した新たな技術基準の策定について

＜法体系について＞ ＜関連する民間規格・規程について＞

解釈・解説

経
済
産
業
省
が
定
め
る

太陽電池発電設備に関する技術基準の解釈
（仮称）
満たすべき技術的要件の一例を具体的に示すもの

民間規格 等

引用
補足

日本産業規格(JIS C 8955)、
NEDO設計ガイドライン等

学
会
・
民
間
団
体
が
定
め
る

日本産業規格（JIS C 8955）
太陽電池アレイ用支持物の設計用荷重算出法

その他規準・指針

20

●地上又は建築物等に設置する太陽電池アレイを構築する支持物
の許容応力度設計のための荷重の算出方法について規定。
（主な規定内容）風圧荷重、積雪荷重、地震荷重の算出方法等

●国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構
（NEDO）が策定した地上設置型の太陽電池発電設備の設計ガイ
ドライン

（主な規定内容）架台や基礎に関する設計ガイドライン等

●鋼構造設計規準 許容応力度設計法・・・日本建築学会
●軽鋼構造設計施工指針・同解説・・・日本建築学会
●アルミニウム建築構造設計規準・同解説・・・アルミニウム建築構造
協議会

NEDO（地上設置型発電システムの設計ガイドライン）

電気事業法等の法体系イメージ



新たな技術基準(案)

２－３．太陽電池発電設備に特化した新たな技術基準の策定について

電気設備に関する技術基準の解釈
第46条第2項：支持物の要求性能
第46条第3項：支持物の標準仕様
第46条第4項：土砂流出等の防止

電気設備に関する技術基準（省令）
第19条：公害等の防止

（急傾斜地崩壊による災害防止 など）

電気事業法

太陽電池発電設備に関する技術基準等の策定イメージ

 現行の電気設備に関する技術基準（省令）や同解釈から、関連する省令と満たすべ
き技術的要件を太陽電池発電設備に関する技術基準（省令）に規定。

 JIS規格やNEDO*が策定した設計ガイドラインなど、技術的要件を具体的に示した規
格等を太陽電池発電設備に関する技術基準の解釈や解説に規定。
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太陽電池発電設備に
関する技術基準

太陽電池発電設備に関する
技術基準の解釈・解説

JIS規格、NEDO設計ガイドライン
などを規定

具体的な
技術的要件

関連する
省令

満たすべき
技術的要件

* NEDO:国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

省 令

解釈・解説



２－４．太陽電池発電設備に特化した新たな技術基準の策定について

太陽電池発電設備に関する技術基準等の項目（案）

 電気設備の技術基準に規定される公害等の防止を太陽電池発電設備の技術基準の
項目に規定。

 電気設備の技術基準の解釈に規定される太陽電池モジュールの支持工作物について
技術基準の項目に規定し、技術的要件を具体的に示した規格等を解釈や解説に記載。
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項 目（案） （仮称）太陽電池発電設備に
関する技術基準（省令案）

（仮称）太陽電池発電設備に関する
技術基準の解釈・解説（案）

適用範囲 新規に規定 新規に規定

定 義 新規に規定 新規に規定

公害等の防止 電技省令第19条を引用 同条の解釈、解説を引用

太陽電池モジュールを支
持する工作物の構造等

電技解釈第46条第２項第１,2,3,4,7号を引
用

技術的要件を具体的に示した規格等を記載。
・JIS C 8955(2017)「太陽電池アレイ用支持物の
設計用荷重算出法」
・鋼製、アルミ合金製架台の標準設計仕様
(電技解釈第46条第3項)
・日本建築学会、アルミニウム建築構造協議会の
設計規準等 など

太陽電池モジュールを支
持する工作物の材料 電技解釈第46条第２項第６号を引用

太陽電池モジュールを支
持する工作物の基礎 電技解釈第46条第２項第５号を引用

土砂の流出及び崩壊の
防止 電技解釈第46条第４項を引用 NEDO「地上設置型発電システムの設計ガイドライン

2019年版」の「調査及び計画」を解説に引用



２－５．設置形態の多様化等に伴う民間規格等との連携について

民間規格等との連携のイメージ

 太陽電池発電設備の設置形態の多様化に加え、設置者・事業者も多様化。引き続き、
性能規定化を進める一方、新たな設置者・事業者に対しても分かりやすさの観点から技
術的要件を具体化していくことも重要。

 したがって、近年設置件数が増加している水上や営農、傾斜地に設置される太陽電池
発電設備の支持工作物に係る技術的要件の具体的な内容を2020年度にてNEDOで
検討を開始。

 NEDOで取りまとめられた検討結果（ガイドライン）については、技術的要件の具体例
として、太陽電池発電設備の技術基準の解釈・解説に取り入れることを検討。

 また国としては、技術基準の策定だけでなく、作業安全や保守管理の重要性を記載した
民間のガイドラインの改訂等に連携して取り組み、引き続き保安の確保を図る。
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NEDOにて検討

傾斜地設置型
ガイドライン

営農設置型
ガイドライン

太陽電池発電設備に関する技術基準の解釈、解説
＜技術的要件を具体的に示した規格＞※一例

水上設置型
ガイドライン

JIS C 8955
(2017)

太陽電池発電設備に関する技術基準(仮称）

地上設置型
ガイドライン

将来的に技術基準の
解釈や解説として
取り入れ

省 令 ※実証実験等を実施



１．小出力発電設備の電気保安の確保に向けた取組

２．太陽電池発電設備に特化した技術基準

３．最近の太陽電池発電設備の事故と事故を受けての対応
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 ７月豪雨や9月の台風等により、九州各地を中心に再エネ発電設備の設備被害が発生。

 公衆への二次被害の可能性がある箇所や比較的被害規模が大きい箇所について産業保安監
督部による立入検査を実施。事業者に対し、二次被害の防止や原因究明等を指示したところ。

– 風力発電設備：2件（2019年度 台風等の自然災害による被害件数 3件)

– 太陽電池発電設備：12件（2019年度 台風等の自然災害による被害件数 42件)
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３－１．2020年の主な自然災害による再エネ発電設備の被害

福岡県内
7月豪雨 ２件 浸水・土砂崩落

佐賀県内
台風10号 ２件 強風による損壊

長崎県内
台風 9号 １件 強風による損壊
台風10号 ２件 強風による損壊

鹿児島県内
7月豪雨 １件 土砂崩落
台風10号 １件 強風による損壊

熊本県内
7月豪雨 ２件 浸水

愛知県内
７月豪雨 １件 土砂崩落

長崎県内 台風9号、10号 １件
台風の強風によるブレード折損

鹿児島県内 台風10号 １件
落雷及び強風によるブレード損壊

＜本年発生した再エネ発電設備の事故概要＞ 凡例 ■風力発電設備 ■太陽電池発電設備

風力発電設備の事故については新エネルギー発電設備事故対応・構造強度WGにおいて原因究明・再発防止策について審議中



３－２．2019年の太陽電池発電設備の事故について①
 2019年9月に発生した千葉・山倉水上メガソーラー発電所の事故については、経産省
の審議会※において、原因究明・再発防止対策を検討。

 当該事故を踏まえて、水上設置型の設置者に対し、事故の原因となった外力・荷重の
適切な考慮についてメーカー等に確認し、必要に応じて対策・補強を行うことを要請。
※新エネルギー発電設備事故対応・構造強度ワーキンググループ
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27通常時

アンカー

フロート

パネル

フロート
めくれ上がり

事故時

近隣河川の
決壊により流入

３－３. 2019年の太陽電池発電設備の事故について②
 2019年の台風19号による降雨により、水上設置型太陽電池発電所近隣の河川が
決壊し、貯水池に河川水が流入。堤防を越える高さまで貯水池水位が上昇し、PCS盤
やアンカーと係留するフロート部が浸水し、フロート・パネルの一部が転覆。

 水上設置型太陽電池発電設備の設計時に検討すべき水上特有の荷重・外力として、
貯水池の水位上昇に伴う影響についても技術基準の解釈に盛り込むとともに感電等の
２次被害を防止するための注意喚起を実施。

自然災害 場所 出力 事故の概要
台風１９号 埼玉県川島町 6,800kW 水上太陽電池の転覆、破損、PCS盤等の浸水

アンカー

水位上昇

フロート・パネルが
浸水、転覆

写真① パネル・フロートの撤去跡

写真② 撤去されたパネル・フロート図1 事故の概要図



３－４．事故を受けての基準等の改正について

電気設備の技術基準の解釈
第46条第1項：電線の規定
第46条第2項：支持物の要求性能
第46条第3項：架台の標準仕様
第46条第4項：土砂流出等の防止

電気設備技術基準（省令）
第4条：電気設備は感電、火災その他人体に危害を及ぼし、

又は物件に損傷を与えるおそれがないように施設しなければならない。

電気事業法

太陽電池発電設備に関する技術基準等の体系

 水上設置型を含む太陽電池発電設備全般のモジュールの支持物の要求性能は、電
気設備の技術基準の解釈第４６条第２項で規定されている。

 2019年の水上設置型太陽電池発電設備での事故を受け、同項に、水上特有の荷
重・外力（波力・水位等）や部材性能など、設計時に考慮・検討すべき要求性能をよ
り具体的に規定し、2020年６月１日に公布・施行。

今回の改正
設計時に考慮・検討すべき
水上設置型特有の要求
性能について、具体的に
規定。
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３－５．第46条第2項の改正内容について①

＜表１：水上設置型太陽電池発電設備の設計時に考慮・検討すべき荷重・外力等＞

事象 荷重・外力 部 位 要 件
積雪 積雪荷重 架台、フロート 浮力

強風
風圧

架台、フロート、係留部、接合部 係留耐力、接合部耐力、衝撃耐力、各部
疲労波力（動揺）

豪雨
水位

架台、係留部、接合部 浸水防止、係留耐力
水流

凍結 凍結圧力 架台、フロート、接合部（フロート間） 耐圧力、浮き上がりへの追従性
地震 波力（スロッシング） 架台、係留部、接合部 係留耐力、接合部の耐力、衝撃耐力

第４６条 （考慮すべき荷重・外力）
２ 太陽電池モジュールの支持物は、次の各号に適合するものであること。
一 支持物は、日本産業規格JIS C 8955(2017)「太陽電池アレイ用支持物の設計用荷重算出方法」によっ
て算出される自重、地震荷重、風圧荷重並びに積雪荷重及びその他の当該支持物の設置環境において想定
される荷重に対し安定であること。

第４６条 （モジュールの支持物の許容応力度設計）
２ 二 設計は、前号に規定する荷重を受けた際に生じる各部材の応力度が、その部材の許容応力度以下とする

こと。

※ 第46条第2項第3号については、変更なし。
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３－６．第46条第2項の改正内容について②
第４６条 （接合方法）
２ 四 太陽電池モジュールと支持物の接合部、支持物の部材間及び支持物の架構部分と基礎又はアンカー部分

の接合部における存在応力を確実に伝える構造とすること。

第４６条 （基礎）
２ 五 土地又は水面に施設される支持物の基礎又はアンカー部分は、次の各号に適合するものであること。

イ 支持物の基礎又はアンカー部分は、上部構造から伝わる荷重に対して、上部構造に支障をきたす沈下、浮
上がり及び水平方向への移動を生じないものであること。

ロ 土地に自立して施設される支持物の基礎部分は、杭基礎若しくは鉄筋コンクリート造の直接基礎又はこれ
らと同等以上の支持力を有するものであること。

水上設置型地上設置型

杭基礎若しくは鉄筋コンクリート造の直接基礎
又はこれらと同等以上の支持力が必要

水上特有の沈下、浮き上がり等に
よって上部構造が支障を受けない
ように検討する必要あり

架台

フロート
係留索

アンカー
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第４６条 （モジュールの支持物の材料の腐食、腐朽、劣化）
２ 六 支持物に使用する部材には、腐食、腐朽その他の劣化しにくい材料又は防食等の劣化防止のための

措置を講じた材料を使用すること。

アンカー

係留索
フロート

架台

水上設置型

水面に施設されるフロート等に使用される
樹脂材料等については、劣化をしにくい材料
又は劣化防止のための措置を要求。

３－７．第46条第2項の改正内容について③

※ 第46条第2項第7号については、変更なし。
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３－８．太陽電池発電設備の設置者に対する注意喚起について
 今後の豪雨や台風等の自然災害に備えるため、太陽電池発電設備の設置者に対し、発電設備の
点検強化を要請するとともに、浸水事故が発生した場合の感電事故防止について注意喚起。

 太陽電池発電設備の業界団体や施工業者団体だけでなく、電気主任技術者を有する保安管理
団体等を通じて、注意喚起を実施。

【点検強化等を呼びかけるチラシ】

主な周知依頼事項

● 点検時の体制について
事業用電気工作物の設置者においては、電気主任技術者の
指導・監督のもと、安全を確保しながら点検を行うこと。

● 点検に関して
・架台・基礎などの強度確認や接合部のゆるみや錆、破損がないこと
を確認し、パネル飛散等の事故防止に努める。
・柵やへい、ケーブルなどに損傷がないことを確認すること。
・水上設置型太陽電池発電設備については、アンカーとの係留部や
フロート間等の接合部に損傷等がないことを確認すること。 など

● 感電事故防止について
浸水事故が発生した場合の感電事故防止のための安全確保。
復旧作業時の感電対策の指示。
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ご清聴
ありがとうございました。
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